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ù) 平成 ùø 年 øù 月 ùù 日に出された『平成 ùù 年度税制改正大綱～納税者主権の
確立へ向けて～』では，社会保障制度の見直しと併せて給付付き税額控除の
検討を進めることが記されている。
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ú) EITCは IRSコード（内国歳入法）・セクション úù によって，連邦所得税の
フレームワークの下において制度運営がなされている。
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表 1 受給資格のある子どもの数，婚姻状況，所得水準に基づく EITCでの計算
パラメーター（ù0ù0 年)
受給資格のある子どもの数 0 ø 人 ù 人 ú 人もしくはそれ以上
未婚の納税者：単独若しくは世帯主のみが確定申告を行う場合
税額控除（もしくは給付）率 7.65% 34% 40% 45%
稼得所得額 $7,030 $10,540 $14,800 $14,800
最大控除額 $538 $3,584 $5,920 $6,660
フェーズアウトが終了となる所得 $8,790 $19,330 $19,330 $19,330
税額控除削減率 7.65% 15.98% 21.06% 21.06%
税額控除額がゼロとなる所得 $15,820 $41,756 $47,440 $50,954
既婚：結婚し合算所得で申告する場合
税額控除（もしくは給付）率 7.65% 34% 40% 45%
稼得所得 $7,030 $10,540 $14,800 $14,800
税額控除額がゼロとなる所得 $21,710 $47,646 $53,330 $56,844



























図 1 受給資格のある子どもの数、婚姻状況、所得水準に基づく EITC支払い額


















アメリカの EITC制度は ø975 年に前年の景気後退および食糧・資源価
格の高騰に対する成長回復策としてスタートした (Congressional Research
Service 2020, Collins ed. 2016)。そこでは労働環境の改善，特に雇用確保や失
業率の改善，生活保護などが合わせて目指されていたが，制度の継続と共
に，貧困対策としての政策目的が重視されるようになる。図 2は，ø975
年から ù0ø7 年までの EITC制度の適用納税者数を示しているが，政策目
的の多様化に伴い，適用納税者数は大幅に増加した。特に顕著な伸びが見
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図 2 EITC該当確定申告者数 (’千人)












































































された福祉国家 (hidden welfare state)」と呼んでいる）。
さらに今日のコロナ禍においても，アメリカでは FFCRA (Families First
Coronavirus Response Act) や CARES (Coronavirus Aid, Relief, and Economic Security
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EITC制度はアメリカの制度にならう形で ù008 年 ø 月 ø 日から制度を開始




























8) Miller (2020) および Sullivan (2020) 参照。
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2001‒02 2002‒03 2003‒04 2004‒05 2005‒06 2006‒07 2007‒08 2008‒09 2009‒10 2010‒11 2011‒12 2012‒13 2013‒14 2014‒15 2015‒16 2016‒17 2017‒18 
現金給付 福祉サービス 失業給付 合計
図 ü オーストラリア政府（連邦・州地方）福祉関連支出の構成
(単位 ø0 億豪ドル インフレ調整済)
出所：Australian Institute of Health and Welfare 2019. Welfare expenditure. Canberra: AIHW.







メディケア (Medicare) の財源調達として，所得税への付加税として 2%の
メディケア税のほか，メディケア付加税も課されている。
図 üは ù00ø/ù 年度から ù0ø7/ø8 年度までのオーストラリア政府（連邦・











うにもっぱら税額控除であるタックスオフセット (tax offset) という制度を
通じて行われる。政府統計では，そうした税額控除を含めた税負担の軽減
を租税支出 (tax expenditure) と呼んでおり，ここでは租税支出の中での福祉
関連項目の推移を見てみようøø)。オーストラリア医療・福祉機構
(Australian Institute of Health and Welfare) のホームページによると，ù0ø7/ø8 年
度では，福祉関連での税負担を軽減する措置として 51.4 billion A$の租税













なされ，毎年，租税支出レポート (Tax Expenditure Statement) として公表さ
れてきた。租税支出としてみなされる代表的項目としては，免税 (tax
exemptions)，所 得 控 除 や 税 額 控 除 (deductions or offsets)，軽 減 税 率
(concessional tax rates) and租税繰り延べ (deferrals of tax liability) などがある。
øù) https://www.aihw.gov.au/reports/australias-welfare/welfareexpenditure
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offset: LITOおよび Low-middle income tax offset: LMITO）
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まず，ù0ø0 年 5 月に労働党政権下で出された税制改革レポート『ヘン
リー・リビュー (The Australia’s Future Tax System Review)』では，所得税での
再分配機能につながる累進性の実現を目指して累進税率の強化とターゲッ
トをしっかり絞った上でタックスオフセットを活用すべきとしているø7)。





























所得が A$48,000に達すると A$90,000までは一定の A$1,080の最大控除額
が得られる。さらに，A$90,000以上の所得の者には控除額が最高額から
逓減的に減額される形で計算され，所得が A$125,000になると控除額がゼø6) オーストラリアでなぜ，アメリカや韓国での EITCのように還付まで踏み込
んだ税額控除が行われないのかという点に関して，政府とくに大蔵省
(Treasury) およびオーストラリア国税庁の政策では，これまでの予算書にみ






ø7) Commonwealth of Australia (2010).
ø8) Commonwealth of Australia (2015).
ø9) 現行の LITOでの税額控除額の計算（ù0ù0 現在，ù0ùø/ùù 年度まで適用）は
以下の通り。課税所得 A$37,000までは一律 A$445であるが，それを超えた
課税所得 A$37,001 から A$66,667 までの区分では「A$445－((課税所得－
A$37, 000)×1. 5%)」といった傾斜を加えた計算が適用され，課税所得
A$66,667以上になると控除額がゼロ (Nil) と制度になっている (https://www.
superguide. com. au/how-super-works/low-income-tax-offset-lito)。LITO および
LIMITO税額控除額については，個人が確定申告をするとオーストラリア国
税庁 (ATO) が LITOおよび LMITOを計算してくれる。
ù0) Hamilton (2019) およびMather (2019) 参照。
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25,000 45,000 65,000 85,000
課税所得 （A$: 豪ドル）
105,000 125,000 145,000
図 þ LMITO拡張プランに基づく ù0ø8/ø9 年度から ù0ùø/ùù 年度までの
税負担軽減額


























合わせて第 ø 段階の改革では，税率 37% 適用区分を A$90,000 へと
A$3,000引き上げられる。その結果，この ùつの方法の組み合わせを利
用することで，ø 年に A$90,000を稼ぐ人が，年間で A$665の恩恵を受
ける最大の受益者となる。
【第 ù段階：中間所得層所得区分へのブラケットの拡張】
次に ù0ùù 年 7 月から始まる第 ù 段階の改革では，低中所得者向けタ
ックスオフセット LMITOの廃止が予定されており，その代わり低所得
者向け LITOタックスオフセットを A$645から A$700に引き上げるの
と合わせて，中間所得層が対象となる税率 32.5%が適用される所得区
分を A$37,000から A$41,000へと引き上げ，さらに 37%が適用される
所得区分についても A$90,000から A$120,000に引き上げる。
【第 ú段階：税率の簡素化＿高所得層への税率引き下げ】
更に ù0ùû 年 7 月 ø 日に始まる第 ú 段階の改革では，37%適用の所得
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更に ù0ùû 年 7 月 ø 日に始まる第 ú 段階の改革では，37%適用の所得
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に近い形で雇用調整助成金の創設 (Job Keeper Payment) の提供，失業手当
(Job Seeker Payment) の増額，定額給付金（全国民一律ではなく，ターゲッティ
ングした形で）提供など給付を通じる移転制度を制度拡張することで対策
が取られたùù)。
まず，コロナ対策第 ø 弾が ú 月 øù 日発表・第 ù 弾がそのすぐ後の ú 月
ùù 日に発表されたùú)。そこでの経済支援は合計で 189 billion A$（GDPの
9.7%に相当）となっている。まず第 ø 弾の経済支援では，政府による 17.6
billion A$の景気刺激策が取られたùû)。そこでは，中小企業向けビジネス
支援 6.7 billion A$，職業訓練及び雇用継続（給与源泉徴収額の 50%分補助）
1.3 billion A$，企業資産形成促進（資産一括減価償却 A$30,000から A$150,000
へ引き上げ）0.7 billion A$，投資促進のための加速度償却制度の拡張 3.2
billion A$，福祉カード等福祉支援を受けている人（社会保障および福祉制度
適用者）に A$750が自動的に給付される一時給付金 4.8 billion A$，地方産






規模：31.9 billion A$，第 ø弾の計上額含む）の他，ビジネス継続のための法的
ùø) ここでの議論は
https://www.pm.gov.au/media/supporting-australian-workers-and-business
https: //www. smh. com. au/politics/federal/we-need-you-to-comply-scott-morrison-
says-too-many-australians-not-taking-coronavirus-seriously-20200322-p54cni.html
https: //www. servicesaustralia. gov. au/individuals/services/centrelink/economic-su
pport-payment などを参照している。
ùù) この他，強制個人年金 (superannuation) の前倒し受給を認めるといった政策
対応も取られている。







ù5) この他，オーストラリア準備銀行（RBA，中銀）からの 9 billion A$，政府




対象者，退役軍人などへの給付（同 4 billion A$），（ú）新型コロナウイルス
の影響を受けた個人に，ù0ø9/ù0 年度および ù0ù0/ùø 年度にそれぞれ最大
A$10,000 を上限に確定拠出型年金への早期アクセスを提供（同 1.2 billion
A$），（û）確定拠出型年金の最低積立額の一時的な削減，（5）社会保障の収
入みなし額割合の引き下げ（同 876 million A$）などが掲げられている。
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保護と財政的支援として，中小企業の新規借り入れへの 50%の政府保証
（同 40 billion A$の融資を支援），財政難の企業への一時的な救済措置の提供
（会社法の改正を含む），国内航空会社に対して，燃料税，国内旅客サービス







支援給付金 Economic Support Payment: A$750の一時給付金が支給される。
② コロナに罹ってしまった人を対象に支払われるコロナ罹患支援金
Coronavirus Payment: この支援金は，経済支援給付金と合わせてもらう
ことはできない。A$550／ ù 週間であるが，9 月 ù5 日からは A$250／ ù
週間に減額予定である。
③ 雇用調整助成金 (Job Keeper Payment): フルタイムの従業員の場合，ø人
当たり A$1,500（一律）／ ù 週間の支払いが行われているが，9 月 ù8 日
からは A$1,200／ ù 週間に ù0ùø 年の ø 月 û 日から ú 月 ù8 日までは
A$1,000／ ù週間に減額される予定である。








オーストラリアでは，このような政策が取られる中，ù0ù0 年 ø0 月 6 日
に，例年より 5か月遅れてコロナ禍での ù0ù0/ùø 年度予算書が発表された。
そこでは経済回復計画に基づき，ù0ù0/ùø 年度には二つの柱で構成される
総額で 98 billion A$の経済政策パッケージが打ち出されている。柱の一つ
は，医療向けや経済対策としてのコロナ禍対策 25 billion A$である。もう
一つの柱は，雇用促進，若者向け（ú5 歳以下を対象）の賃金補助，大幅な
減税，研究開発，インフラ（含む新規住宅建設）向けの支援が盛り込まれた
雇用創出 (JobMaker) 5ヵ年計画への 74 billion A$が提示されている。特に
税制面では，雇用創出対策として，低中所得者向けの税額控除 LIMTOを
一年延期するとともに，本年 6月 ø日にḪる形で第 ù段階の所得税改革を
ù 年間前倒した形で行う他，50 billion A$の減税措置などを行うことが提
示されているù8)。こうした政府による歳出拡大・減税の結果，ù0ù0/ùø 年
度は 213 billion A$の財政赤字を予想している。厳しい財政運営が今後し
ばらく続くと考えられ，同予算書では，政府の純債務は ù0ùû 年には 966
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比較して見た場合，OECD諸国中央値が ù0ø6 年では 13.3%であるのに対
し，韓国 5.5%，アメリカ 10.0%，オーストラリア 10.9% となっており
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